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地方独立行政法人大阪産業技術研究所 森之宮センター公告 

 令和６年度における地方独立行政法人大阪産業技術研究所 森之宮センター 5、6階ファンコイルユニット更新工事の請負契

約について、次のとおり一般競争入札を行うので公告する。 

  令和６年５月３０日 

地方独立行政法人大阪産業技術研究所 

                                      理事長 小林 哲彦                      

 

１ 入札に付する事項 

(1) 入札案件名 

   大阪産業技術研究所 森之宮センター 5、6階ファンコイルユニット更新工事 

(2) 仕様等 

   仕様書による 

(3)  履行期限 

令和６年１２月２７日まで 

(4） 納入場所 

   大阪府大阪市城東区森之宮１－６－５０ 

地方独立行政法人大阪産業技術研究所 森之宮センター 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 次のアからキまでのいずれにも該当しない者であること。 

ア 成年被後見人 

イ 民法の一部を改正する法律（平成11年法律第149号）附則第３条第３項の規定によりなお従前の例によることとされる同

法による改正前の民法（明治29年法律第89号）第11条に規定する準禁治産者 

ウ 被保佐人であって契約締結のために必要な同意を得ていないもの 

エ 民法第17条第１項の規定による契約締結に関する同意権付与の審判を受けた被補助人であって、契約締結のために必要

な同意を得ていないもの 

オ 営業の許可を受けていない未成年者であって、契約締結のために必要な同意を得ていないもの 

カ 破産者で復権を得ない者 

キ 地方独立行政法人大阪産業技術研究所契約事務取扱規程第３条第４項各号のいずれかに該当すると認められる者（同項

各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過した者を除く。）又はその者を代理人、支配人その他の使用人若し

くは入札代理人として使用する者 
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(2)  民事再生法（平成11年法律第225号）第21条第１項又は第２項の規定による再生手続開始の申立てをしている者又は申立

てをなされている者（同法第33条第１項の再生手続開始の決定を受けた者を除く。）、会社更生法（平成14年法律第154号）

第17条第１項又は第２項の規定による更生手続開始の申立てをしている者又は申立てをなされている者（同法第41条第１

項の更生手続開始の決定を受けた者を除く。）、金融機関から取引の停止を受けた者その他の経営状態が著しく不健全であ

ると認められる者でないこと。 

(3) 府の区域内に事業所を有する者にあっては、府税に係る徴収金を完納していること。 

(4) 府の区域内に事業所を有しない者にあっては、主たる事務所の所在地の都道府県における最近１事業年度の都道府県税に

係る徴収金を完納していること。 

(5) 最近１事業年度の消費税及び地方消費税を完納していること。 

(6) 地方独立行政法人大阪産業技術研究所入札参加停止要綱に基づく入札参加停止措置を受けている者又は同要綱別表各号に

掲げる措置要件に該当すると認められる者（同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当し、その措置期間に相当する期間を

経過したと認められる者を除く。）でないこと。 

(7) 大阪府公共工事等に関する暴力団排除措置要綱及び大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札参加除外措置を受け

ている者又は同要綱別表各号に掲げる措置要件に該当すると認められる者でないこと。 

(8)  地方独立行政法人大阪産業技術研究所及び大阪府並びに大阪市との契約において、入札談合等の不正行為があったとして

損害賠償請求を受けている者（この公示の日までに当該請求に係る損害賠償金を納付した者を除く。）でないこと。 

(9)  空調設備の改修工事について、平成26年４月１日からこの公告の日までの間に、契約を締結して履行を完了した実績を有

していること。 

(10) 主任技術者（管工事）を配置できること。 

(11)  主任技術者は受託者と３カ月以上の直接的かつ恒常的な雇用関係を有し、下記資格を有するものとする。 

 ア 管工事施工管理技士又は発注者が認めた同等の資格を有する者 

(12) 令和６年度大阪府建設工事入札参加登録業種資格者名簿中、「管工事」等級C以上に登録をされている者であること。 

なお、その登録をされていない者であって、本件入札に参加を希望するものは、次により資格審査を申請することができ

る。 

ア 資格審査に関する添付書類の提出場所及び問い合わせ先 

〒540-0008 大阪市中央区大手前３丁目１‐８８ 分館６号館１階 

大阪府総務部契約局総務委託物品課資格審査グループ 

TEL 06-6944-6429 

イ 申請の方法 

詳細は、大阪府電子調達システムの説明による。 
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３ 入札参加資格確認手続 

(1)  入札参加資格審査申請書類、入札説明書、仕様書、契約条項等の交付 

  ア 交付期間  

    令和６年５月３０日から令和６年６月１３日まで 

  イ 交付方法 

（地独）大阪産業技術研究所のホームページ（森之宮センター）に掲載するので、そちらからダウンロードすること。 

（https://orist.jp/） 

(2) 入札参加資格申請書類の提出 

ア 提出期間 

  令和６年５月３０日から令和６年６月１３日まで（土曜、日曜及び祝日を除く。）の午前１０時から午後５時までとす

る。 

  イ 提出場所 

    大阪府大阪市城東区森之宮１－６－５０ 
    地方独立行政法人大阪産業技術研究所 森之宮センター 総務部（TEL：06－6963－8004） 

  ウ 提出方法 

    提出書類は持参若しくは郵送とし、電送による申請は認めない。 

    なお、郵送の場合は書留にて期限内に必着すること。 

(3) 入札参加資格の確認の結果 

入札参加資格の確認の結果は、令和６年６月２０日に入札参加資格確認結果を電子メールにより通知する。 

４ 入札手続等 

(1)  入札執行日時 

   令和６年６月２５日 午前１１時００分 

 (2) 入札執行場所 

   大阪府大阪市城東区森之宮１－６－５０ 
   地方独立行政法人大阪産業技術研究所 森之宮センター ４階小講堂 

(3) その他 

入札書は、入札参加資格者（代理人含む。）が持参するものとし、郵送及び電送による入札は認めない。 

５ その他 

(1)  入札保証金 

   入札保証金は、地方独立行政法人大阪産業技術研究所契約事務取扱規程第９条の規定に該当する場合は免除とする。 
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 (2) 入札の無効 

   期限までに入札参加資格審査申請書類を提出していない者、入札に参加する資格のない者及び虚偽の申請を行った者の

した入札、最低制限価格を設定した入札については最低制限価格に達しない価格でした入札、再度の入札については、前回

最低入札価格以上の価格でした入札並びに入札心得及び入札説明書において示した条件等入札に関する条件に違反した入

札は、無効とする。 

(3) 契約書の作成 

契約書を作成する。 

 (4) 落札者の決定方法 

   地方独立行政法人大阪産業技術研究所契約事務取扱規程第11条の規定により定めた予定価格の範囲内で、最低価格をも

って有効な入札を行った者を落札者とする。 

(5) 誓約書の提出 

地方独立行政法人大阪産業技術研究所発注工事等に係る暴力団排除等手続要領に定める暴力団又は暴力団密接関係者で

ない旨の誓約書を提出すること。 

 (6) 契約保証金 

ア 落札者は、この契約の締結までに､業務報酬の100分の5以上の契約保証金を納付しなければならない。ただし､契約保

証金の納付は次の各号に掲げる担保の提供をもって代えることができる。 

(ｱ) 国債又は地方債。この場合において提供される担保の価値は、額面金額又は登録金額による。 

(ｲ) 政府の保証のある債券又は銀行､株式会社商工組合中央金庫､農林中央金庫若しくは全国を地区とする信用金庫連

合会の発行する債券。この場合において提供される担保の価値は、額面金額又は登録金額(発行価格が額面金額又

は登録金額と異なるときは､発行価格)の八割に相当する金額による。 

(ｳ) 銀行又は発注者が確実と認める金融機関(出資の受入れ､預り金及び金利等の取締りに関する法律 (昭和29年法律

第195号)第3条に規定する金融機関(銀行を除く。)をいう。以下この項において同じ。)が振り出し､又は支払保証

をした小切手。この場合において提供される担保の価値は、小切手金額による。 

(ｴ) 銀行又は発注者が確実と認める金融機関が引き受け､又は保証若しくは裏書をした手形。この場合において提供さ

れる担保の価値は、手形金額による。 

(ｵ) 銀行又は発注者が確実と認める金融機関に対する定期預金債権。この場合において提供される担保の価値は、当該

債権の証書に記載された債権金額による。 

(ｶ) 銀行又は発注者が確実と認める金融機関の保証。この場合において提供される担保の価値は、保証書に記載された

保証金額による。 

(ｷ) 公共工事の前払金保証事業に関する法律(昭和27年法律第184号)第2条第4項に規定する保証事業会社（以下「保証
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事業会社」という。）の保証。この場合において提供される担保の価値は、保証書に記載された保証金額による。 

イ 前項の規定に係わらず次の各号のいずれかに該当するときは､契約保証金の全部又は一部を免除する。 

(ｱ) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締結 

(ｲ) この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証契約の締結 

 (7) その他 

   詳細は、入札説明書による。

 


